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ワークフローシステムの導入がもたらす
業務プロセスの変化の分析

片 岡 信 弘†1 黒 田 清 隆†2 西 野 義 典†3

宮西 洋太郎†4 小 泉 寿 男†5 白 鳥 則 郎†6

企業におけるワークフローシステムの導入の進展にともない，従来の OA系でのワークフローシ
ステムとともに，基幹系業務でのワークフローシステムの導入が増加しつつある．基幹系の業務は，
企業におけるビジネスプロセスそのものであり，一連の業務のターンアラウンドをいかに短くするか
が企業競争力上きわめて重要である．したがって，基幹系のワークフローシステムでは他のワークフ
ローシステムよりもその導入効果がより厳しく求められる．当論文では，基幹系ワークフローシステ
ムの構築により業務プロセスにもたらした効果の分析と評価について述べる．分析対象としたシステ
ムは，ソフトウェアの発注業務に関するものであり，分析データは約 500人の部門での 18カ月間の
数千件の書類に対するものである．分析の結果，ワークフローシステムの導入により，当初は導入前
よりも処理日数がかかっているが，時間とともに処理日数は低下し，導入以前よりも小さくなるがあ
る時点で下げ止まること，下げ止まったあとも処理日数の標準偏差は引き続き低下し業務プロセスの
安定化に寄与することが分かった．また，1つの会社の同一業務でも，処理日数は部門によりかなり
異なるが，この傾向自体は同一であることが分かった．

Analysis of Change for Business Process by Workflow System

Nobuhiro Kataoka,†1 Kiyotaka Kuroda,†2 Yoshinori Nishino,†3
Yohtaro Miyanishi,†4 Hisao Koizumi†5 and Norio Siratori†6

As corporations continue to introduce workflow systems, there come to be multiple differ-
ent such systems——for processing of core-business tasks, for administrative task, for infor-
mation processing task, for ad-hoc task——coexisting in the workplace. But workflow for
core-business tasks constitutes the central business processes of the company, and certain
aspects of such workflow differ from other kinds of workflow. In this paper we construct
core-business task work-flow system and analysis the effect of the system. We find from the
analysis that at first processing dates is large than before workflow system started, but by
the time it declines under that of before workflow started and them it comes to stable, but
standard deviation continues to decline.

1. は じ め に

企業におけるグループウェアの普及にともない，オ

フィスにおける業務を電子化し，ワークフローシステ
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ムによりホワイトカラーの生産性向上を図る試みが多

数実施されるようになってきており，各種の方式の研

究例が発表されている1)∼10)．また，組織間の連携に

関する研究も発表されている12)∼14)．ワークフローシ

ステムは，定型的業務でデータの流れ（以下，ルート

と表現する）最初から固定されているものと，非定型

業務のように関係者，参照情報が多くルートも動的に

設定されるものの 2 つに大きく分類される．前者の

ものとしては，基幹系業務，管理系業務が存在する．

後者のものとしては，基幹系業務の周辺業務や，ある

テーマに対するディスカション，意見の収集などアド

ホック業務が存在する．

定型業務の中でも，基幹系業務は，企業での受注か

ら始まり出荷にいたるまでの営業，設計，資材，製造，

出荷までの一連の企業活動に関するものであり，一連
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の業務のターンアラウンドをいかに短くするかが企業

競争力上きわめて重要である．しかしこのような基幹

系業務のワークフローシステムの導入による効果を多

数のデータより分析した研究例は見当たらない．当論

文では，ソフトウェアの開発業務発注のためのワーク

フローシステムの構築とシステムの効果の分析評価に

ついて述べる．分析対象としたデータは，約 500人の

部門での 18カ月間のものである．この間の処理書類

の件数は，数千件，分析対象としたワークフローシス

テムのロギングデータは，約 10万件である．

以下，2章で企業のワークフローシステムのあり方

について提案し，3章で今回構築したシステムについ

て述べ，4章で導入効果の分析と考察を論じ，5章で

今後の課題について述べる．

2. 企業におけるワークフローの分析

2.1 ワークフローの種類

一般に企業におけるワークフロー業務は次の 2つの

軸より分類される．1つの軸は，定型業務か非定型業

務かであり，他の 1つは，企業活動の主業務かこれを

支える支援業務かである11)．

図 1にこの 2つの軸により分類した 4種類の業務

を示しその詳細を述べる．

(a)基幹系ワークフロー業務

営業，設計，資材，製造，経理，物流といった企業

生産活動そのものの業務のワークフローである．企業

の基幹系情報システムは，受注から出荷までの業務の

サイクルタイム短縮と経営データのリアルタイムな把

握を目指して，1つの統合されたデータベースのもと

で，各業務システムを動作させる動きが広まってきて

いる．ワークフローシステムもこの 1つに統合された

データベースのもとで構築されることが必要である．

(b)基幹系業務の周辺業務ワークフロー

基幹系業務に対しての様々なデータの提供業務や，

図 1 ワークフローシステムの分類
Fig. 1 4 kinds of workflow in work place.

基幹系データベースを活用し販売戦略の立案といった

情報系の業務に関するワークフローである．

(c)管理系業務ワークフロー

基幹系データベースを利用した各種管理のための

データ作成や集計を行う業務のワークフローである．

また，オフィスにおける各種管理作業としての議事録，

出張報告，消耗品の発注伺いといった多様なものも含

まれる．

(d)アドホック業務ワークフロー

この業務には，特定テーマを設定しこれに対する

ディスカッション，意見の集約，アンケートに対する

意見の収集，報告書原案に対する関係者による査読な

どの業務が含まれる．

2.2 企業におけるワークフローシステム構築に対

する提案

図 2に企業における 4 種類のワークフローシステ

ムの構築方式に対する提案を示す．この図において，

基幹系業務ワークフローシステムは基幹系データベー

ス（以下，DBと記述）のもとで，管理系業務ワーク

フローシステムはオフィスにおける情報共有 DB の

もとで，基幹系周辺業務ワークフローシステムは基幹

系DBおよび情報共有DBのもとで，アドホック業務

ワークフローシステムは，情報共有DBのもとで動作

する．

また，ワークフローのルートは，企業組織情報を参

照して設定するがアドホック業務のみは，利用者がそ

の場その場で動的に設定することとなる．また，基幹

系業務は，ビジネスプロセスが他社（顧客，発注先）

とつながって初めて完結する場合が多く，何らかの形

で他社と接続することが必須となる．このために他社

の組識情報を部分的に取り込み参照する．

図 2 4種類のワークフローの構造
Fig. 2 Architecture of 4 kinds workflow.
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3. 構築システムの概要

3.1 構築システムの特徴

ワークフローシステムの効果を分析するために，今

回構築した基幹系ワークフローシステムは，2.2節の

企業におけるワークフローシステム構築に対する提案

に基づいており，下記の特徴を持っている．

( 1 ) 単一の組織情報データベースのもとで動作する．

これにより，人の移動が発生しても，人事部門

よりこの組織情報がメンテナンスされるため，

ワークフローシステムとしての定義の変更が不

要となる．

( 2 ) 基幹系業務システムのデータベースのもとで動

作する．基幹系情報システムはすべてこのデー

タベースのもとで動作しており，ワークフロー

システムもこのデータベースのもとで動作させ

ることにより，システムとしての整合性を図る

ことができる．

( 3 ) 他の企業のワークフローシステムと電子メール

による連携機能を持っている．他の企業とは，

ファイヤーウォールで隔てられているため連携

手段としてファイヤーウォールを通過できる電

子メールを選択した．

3.2 適用業務の業務プロセス

ワークフローシステムの対象とした業務は，ソフト

ウェア開発の発注にともなう発注仕様書作成，見積依

頼書作成，見積査定，価格決定，発注の一連の業務で

ある．設計部門で発注仕様書，見積依頼書が作成され，

これが資材部門経由で調達先へ送られ，調達先から回

答を受け取り，これに対して設計部門での見積査定，

資材部門での価格決定と発注の一連の業務である．資

材部門での価格決定の後の発注，納品，検収，計上の

各業務は通常の資材調達業務と共通である．これを図

3に示す．

この図において，左側のソフトウェア開発を含むシ

ステムを受注したときは，最初にハードウェア，ソフ

トウェア全体の構成を明確とするオーダ設計がなされ

る．次にソフトウェアシステムのシステム設計がなさ

れ，これの内外作の分解を行った後，ソフトウェアの

発注業務を行う．右側のハードウェアのみのシステム

の受注の場合には，システム全体のオーダ設計の後部

品展開を行い，部品手配により，部品，部財の発注を

行う．今回のワークフローシステムの適用範囲は，点

線で囲った部分である．

3.3 構築システムの構造

今回構築したシステムは，3.1節に述べたシステム

図 3 適用業務の業務プロセス
Fig. 3 Business process of application.

の特徴を下記により実現している．

( 1 ) 単一の組織情報データベースのもとでの動作

統合業務パッケージである，SAP R/3の人事

DB（統合 DBの一部）を利用することにより

実現している．

( 2 ) 基幹系業務システムのデータベースのもとでの

動作

SAP R/3の統合 DBのもとに資材システムお

よび今回新規追加した見積査定システムを動作

させるとにより実現している．

( 3 ) 他の企業のワークフローシステムと電子メール

による連携機能

調達先に対する見積り依頼要求および添付資料

をメールで送付し，回答をメールで受け取るこ

とにより実現している．

資材システムは，元々の SAP R/3の業務機能であ

り，SAP R/3のワークフローエンジンのもとで動作

している．新たに追加した見積査定システムは，処理

オブジェクトを同じくこのワークフローエンジンのも

とで動作させることにより，資材システムとの連携を

容易にした．

構築したシステムの構造を図 4に示す．この図にお

いて，各々の要素の機能は下記のものである．

a. SAP R/3システム：統合パッケージのシステム

であり，資材システムはこの中の 1つのシステムと

して動作する．SAP R/3システムは，1つの統合

されたデータベースのもとで，営業，経理，資材，

生産管理，人事などの各業務システムが統合された

ものであり，パラメータの設定により，多数の機能



1908 情報処理学会論文誌 June 2000

図 4 構成システムの概要
Fig. 4 Outline of implement system.

の中から必要な機能を選択して活用する方式をとっ

ている．今回のシステム構築では，資材のシステム

とワークフローのエンジンの機能を利用している．

b. 組織 DB：組織に関する情報であり，ワークフ

ロー定義の中で，指定された組識（たとえば上司）

が具体的にだれであるかの個人を特定化するために

用いる．この組織 DBは，SAP R/3の人事 DBと

関連する企業の組識情報の一部を持った DBを合わ

せたものである．

c. 資材システム：発注，納品，検収，計上の資材調

達業務を処理する SAP R/3の業務システムの 1つ

である．各処理オブジェクトがワークフローエンジ

ンのもとで動作する．

d. ワークフローエンジン：SAP R/3の機能の一部

であり，ワークフロー制御とルートの登録機能を持

つ．各処理オブジェクトは，エンジンからのイベン

トにより起動され，オブジェクトの処理の終了によ

りイベントがエンジンに通知される．この繰返しに

よりエンジンはワークフローの制御を行う．

e. 見積査定システム：設計部門での見積依頼書作

成，承認，資材部門での承認と調達先への送付，調

達先からの回答入手，設計部門での査定と承認，資

材部門での価格決定の各処理オブジェクトより構成

される．この見積査定システムは，SAP R/3のワー

クフローエンジンを利用しており，エンジンに対す

るイベント起動は RFC（Remote Function Call:

SAP R/3の機能）を利用し，エンジンからの処理

オブジェクトの起動は OLE（Object Linking and

Embedding）を利用している．

f. メールシステム：ワークフローエンジンが，利用

者に対して処理すべきイベントが存在することを

メールで通知するために利用する．また，調達先に

対する見積依頼要求および添付資料も見積査定シス

テムの 1つの処理オブジェクトよりメールで送付指

示がなされる．調達先からの回答は，メールで特定

のアドレスへの受信に対して処理オブジェクトが起

動され，これが添付情報のデータベースへの格納と

ワークフローエンジンの RFCによる起動により再

びワークフローに乗せる処理を行う．

g. 資材DB：資材システムが動作するためのDBで

あり，発注に関するトランザクション情報と発注先，

発注単価などのマスター情報を持つ．

h. 見積 DB：見積査定システムが動作するための

DBであり，見積に関するトランザクション情報と

過去の見積実績，見積単価などのマスター情報を

持つ．

i. 共通 DB：資材システムおよび見積査定システム

の共通情報および 2つのシステム間で受け渡す情報

を格納する．これらの 3つのデータベースは，いず

れも，SAP R/3の DBの一部を構成する．

j. 調達先見積システム：調達先でのワークフローシ

ステムであり，メールと添付ファイルによる簡易ワー

クフローシステムを構成している．

3.4 ユーザ操作とシステムの動作

図 5に登録者，検印者が実際に行う操作フローを

示す．設計部門の担当者は，発注物件に対する見積依

頼の書類の作成を行い，これをチェック者へ送付する．

複数のチェック者の検印後，問題がなければ，管理者

へ回す．問題があれば，担当者へ差し戻しを行う．管

理者の検印の後は，資材部門へ送付され，通常は，担

当者の検印により調達先に電子メールで送付される．

新規の取引の場合には，資材部門の管理者の検印を得

た後，調達先に送付される．調達先では，見積を行い，

管理者の検印を得た後資材部門へ回答が電子メールで

送付される．今回のワークフロー評価では，調達先へ

見積回答依頼が出され，回答が戻される日数も評価の

対象としているが，この間の検印件数は，評価対象と

はしていない．

調達先からの回答は，資材部門経由で設計部門に送

付され，工数などの査定を行う．設計部門での担当者

の査定，チェック者の検印，管理者の検印完了後，資

材部門へ送付され，価格の査定，検印が行われた後最

終的に発注がなされる．価格の査定までは，図 4での

見積査定システムで行われ，資材部門での最終的な発

注は，図 4の資材システムで行われる．図 5において，

D1，D2，D3，D4は，それぞれの部門での処理領域

を示し，T1は D1から D4までの全体の処理領域を



Vol. 41 No. 6 ワークフローシステムの導入がもたらす業務プロセスの変化の分析 1909

図 5 ワークフロー操作の流れ
Fig. 5 Flow of workflow operation.

示す．

このような一連の処理の中で拒否され直前の処理者

へ返される否認処理，資材部門が拒否し設計部門へ返

されるなどの返却処理が存在する．返却処理は，その

部門の管理者へ返され，ここから担当者に返却される．

これらの各検印プロセスは，すべてを通過するもので

はなく調達先，金額により適宜バイパスのルールが定

められている．

4. ワークフローシステム導入の効果の分析と
評価

4.1 業務プロセスの変化の分析

当システムでの 1997 年 9 月～1999 年 2 月のワー

クフローシステムのロギングデータによる分析結果を

以下に示す．ロギングデータは，最初にワークフロー

システムへの見積依頼書の投入を行ったとき，および

以降の検印のたびに，書類番号，検印部門，検印者，

検印日時がログとして採取される．分析対象としたの

は，A，B，C，Dの 4つの設計部門であり，この 4部

門の処理件数が処理全体の 3/4を占める．各部門は，

100から 150人の部門であり，この間の全処理件数は

約 6,000件である．これらの部門では，ワークフロー

システム導入前は，紙による書類を部門間で回し，発

注先に対しては FAX，郵便で処理を行っていたもの

である．

図 6 全部門相対経過日の推移
Fig. 6 Relative processing dates for every department.

図 7 全部門相対偏差値の推移
Fig. 7 Relative deviation of processing dates for every

department.

図 6は A，B，C，D 4部門全体での最初の見積依

頼書類を起草してから，最終的に資財部門が発注を行

うまでの経過日数の推移を表す．この図において，横

軸は，年/月であり縦軸は，ワークフローシステムを

導入する前の平均の経過日数を 100としたときの経過

日数を相対経過日数として示している．以降のグラフ

での相対経過日数もすべて，これを 100としたときの

相対値として示している．また，この図では，相対経

過日のグラフとともに，二次多項式による近似値をあ

わせて表示している．二次多項式による近似を用いた

のは，一次式では，近似が荒すぎて不正確となる一方，

三次式では，細かく追いすぎて，大きな傾向をつかみ

きれないからである．以降のグラフでの多項式の表示

はいずれもこの 2次多項式による近似値である．

次に図 7は，4部門全体の相対偏差を示す．標準偏

差値は処理経過日の低減とともに低減するため，その

月の処理経過日の平均値で割ることにより正規化した

ものを相対偏差とここでは定義している．これを式 (1)



1910 情報処理学会論文誌 June 2000

図 8 各部門の処理件数推移
Fig. 8 Change of document numbers.

図 9 各部門の相対経過日の推移
Fig. 9 Change of relative processing dates for each

department.

で示す．

相対偏差値 =
標準偏差値

処理日数の平均値
(1)

図 8は，A，B，C，D部門ごとの処理件数の推移

を示す．この図において縦軸は，部門ごとの 1月あた

りの処理件数を示す．

図 9は，各部門 A，B，C，Dごとの相対経過日を

示す．また，図 10は，部門Dでの領域ごとの相対経

過日数を示している．この図で，領域 1～4は図 5の

D1～D4に，また，全体が T1に対応する．

図 11は，領域 4での各部門ごとの相対経過日数の

推移を示す．図 12は，部門 Dにおける領域 1～4に

おける相対偏差値の推移を示す．

(1)経過日数の推移

図 6から分かるように 4部門全体で見ると当初は，

システム導入前より経過日数がかかっているが，時間

とともに低下し，1998年 1月あたりでシステム導入

前よりも低下し，以降も低下を続けるが 98年 8月あ

たりで下げ止まっていることが分かる．しかし図 7で

図 10 部門Dでの領域別経過日の推移
Fig. 10 Relative processing dates for each processing

area in department D.

図 11 領域 4での各部門ごとの経過日数
Fig. 11 Relative processing dates for each department in

Area 4.

図 12 部門Dでの領域ごとの相対偏差値推移
Fig. 12 Relative deviation of processing dates for each

processing area in department D.

示すように相対偏差値は，経過日数が下げ止まったあ

とも引き続き低下を続けていることが分かる．この傾

向は，図 9に示すように A，B，C，D部門個別でも

同様である．

ただし，部門により，相対処理日数自体はかなりの
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表 1 各部門の月あたりの処理件数
Table 1 Number of document per month.

部門 1月平均 経過日数 低下度
件数/100人 (98/8) 合い

A (100人) 72件 104 穏
B (130人) 35件 80 大
C (150人) 108件 54 大
D (120人) 40件 104 大

違いが存在する．また，部門ごとの月ごとの処理件数

を図 8から見ると，部門 Cのみは増加傾向を示して

いるが，他の部門は，横這いであることが分かる．

経過日数の部門ごとの相違は，C，B部門は発注単

位が小で機械的に処理が可能であるのに対して，A，D

部門は，発注内容が複雑であり，内容確認，査定処理

などに手間がかかることが影響しているためである．

しかし処理件数と経過日数の低下度合いの関係は，表

1に示すように相関性は見られない．

(2)経過日数の領域ごとの推移

図 10の部門Dでの領域ごとの経過日数の推移から

分かるように，経過日数は，領域 2が大きな比率を占

めている．領域 2は，発注先に見積依頼を送付し，そ

の回答が返ってくるまでの日数であり，従来の郵送，

FAXの処理に対して電子化の効果が大きく出ている

ためである．また，領域 1，4も低減傾向を示してい

るが領域 3はほぼ横這いである．これは，発注先から

の見積回答を受け取った後の開発部門での査定であり，

元々比較的定型業務化しているためである．

(3)領域 4の経過日数の推移

図 11の部門ごとの領域 4での経過日数の推移から

分かるように，発注件数の少ない B，D部門ほど，当

初は経過日数がかかっており，時間とともに低減して

いる．また，A，C部門は経過日数が当初より小さく，

平準な推移を示している．これは，資材部門は，発注

部門ごとに担当者が存在し，1人の担当者がその部門

のものを全件処理するために，担当者の特性に関係し

ている要素が大きいためである．ヒアリングの結果A，

Cの担当はベテランであり，B，Dの担当者は経験日

数の少ない人であった．

(4)各領域の標準偏差の推移

図 12の D部門の各領域ごとの相対偏差値から分か

るように領域 1の相対偏差は，他の領域よりも大きな

値を示しているが，時間とともに低減している．また，

領域 2～4では，経過日数の下げ止まった後（1998年

8月以降）も相対偏差値は低下を続けている．領域 1

は開発部門の書類の起草であり，途中での見直しなど

最終検印までの経過日数の変動が大きいためである．

一方，領域 2は発注先への見積依頼を出てから見積が

返るまでの経過日数であるにもかかわらず相対偏差は

小さな値を示している．これは，発注先とは定常的な

業務運営を行っており，安定した関係にあることを意

味している．また，領域 3，4も小さな値を示してお

り，この領域での処理内容が見積回答に対する査定，

評価であり変動要素が少ないためである．

4.2 考 察

(1)経過日数の変化

経過日数は当初は，ワークフローシステム導入前よ

りも日数がかかっているが，時間の経過とともに低減

し導入前よりも小さな日数で下げ止まる．これの理由

は次の 2つが考えられる．1つは，当初はワークフロー

システムそのものに不慣れであったため時間がかかっ

ていたものがシステムに対する慣れにより処理日数が

減少してきたものである．もう 1 つは，実際にワー

クフローシステムに業務が載ることにより，ワークフ

ローシステム本来の効果が出てきたものである．ワー

クフローシステム導入の直後の大きな低下は，前者の

理由であり，その後の穏かな低減は，後者の理由と見

なされる．この経過日数の低減の速度と，月あたりの

処理件数は今回のシステムでは相関は見当たらなかっ

た（表 1参照）．これは，ソフトウェア開発の発注件

数は，1人あたり月，1件以下であり，操作の学習効

果には，それほど関係しないためである．

(2)処理の安定性

経過日数が下げ止まった後も，相対偏差の低減は続

いており，処理の安定性に対するワークフローシステ

ムの効果が出ている．また，発注のための書類を起草

する開発部門の処理の相対偏差は，他の査定，評価の

相対偏差より高くなっているが，時間経過とともに，

他の処理での相対偏差に近づいており従来の書類をテ

ンプレートとして活用することによる処理の安定性の

効果が出ている．また，発注先との見積依頼，回答の

経過日数の相対偏差は当初より小さく，発注先と安定

した協業を行っていることが裏付けされた．

5. ま と め

基幹系のワークフローシステムの構築によるシステ

ム導入効果の分析を行った．その結果，システム導入

当初は，導入以前よりも処理日数がかかるが，時間と

ともにこれは低減し，導入以前よりも小さくなるが，

その先で下げ止まること．また，下げ止まった後も処

理日数の標準偏差値は低下し業務の安定性はさらに改

善されることが分かった．今後の課題としては，以下

のものが存在する．
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( 1 ) ワークフローシステム導入による効果にどの要

素が寄与したかのさらなる分析により，システ

ム効果を向上させるための施策の提案．

( 2 ) 今回は基幹系のワークフローシステムに焦点を

当て効果の分析を行ったが，他の種類のワーク

フローシステムに対しても同様のことが成り立

つかかどうかの分析．
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